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表1　中小事業主等と認められる企業規模

100人以下

300人以下

　海外派遣者として特別加入をすることができるのは、以下のいずれかに該当する場合です。

①　日本国内の事業主から、海外で行われる事業に労働者として派遣される人

（注１）　日本国内の事業主とは、日本国内で労災保険の保険関係が成立している事業
（有期事業を除く）の事業主です。

（注２）　海外で行われる事業とは、海外支店、工場、現地法人、海外の提携先企業など
です。

②　日本国内の事業主から、海外にある中小規模の事業（表１参照）に事業主等
（労働者ではない立場）として派遣される人

③　独立行政法人国際協力機構など開発途上地域に対する技術協力の実施の事業
（有期事業を除く）を行う団体から派遣されて、開発途上地域で行われている事
業に従事する人

〈中小規模の事業とは〉
　派遣される事業の規模の判断については、
事業場ごとではなく、国ごとに企業を単位と
して判断します。
　例えば、日本国内の本社の労働者数と派遣
先の国の企業の労働者数を合わせて表１の規
模を超える場合であっても、派遣先の国の企
業の労働者数が表１の規模以内であれば、特
別加入することができます。

（ご注意）
　新たに海外に派遣される人に限らず、すでに海外の事業に派遣されている人でも
特別加入することができますが、現地採用の場合は、国内の事業からの派遣ではない
ため、特別加入することはできません。
　また、単なる留学を目的とした派遣についても、海外において事業に従事するも
のと認められないため、特別加入することはできません。
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